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従業員が所定人数を超える際の注意事項従業員が所定人数を超える際の注意事項従業員が所定人数を超える際の注意事項従業員が所定人数を超える際の注意事項/第第第第 2 類事業者の場合類事業者の場合類事業者の場合類事業者の場合（（（（二二二二）））） 

人数人数人数人数 注意事項注意事項注意事項注意事項 根拠根拠根拠根拠 

50 人人人人 

以上以上以上以上 

1. 常時雇用労働者人数が 50 人以上に達する企業

組織は、均しく労働者福利金の捻出及び労働者

福利委員会の設置をしなければならない。 

2. 下記の規定に基づき、労働者福利金を捻出す

る。 

（1） 創設時、資本総額の 1％～5％ 

（2） 毎月営業収入総額内の 0.05％～0.15％ 

（3） 毎月労働者の給料から 0.5 を控除 

（4） 下脚（有価物）として得た利益の 20％～

40％ 

3. 中央主務機関が指定する労働者人数 50 人以上

の事業の場合、雇用者は規定に基づき労災内容

及び統計記録を毎月作成し、労働者機構へ報告

するほか、事業場で公告する。 

4. 事業単位の労働者人数が 50 人以上に達する事

業者は、産業医又医療スタッフを設け、労働者

の健康管理、職業病予防及び健康促進などの労

働者の健康保護に関する措置を講じなければ

ならない。 

� 労働者福利金条労働者福利金条労働者福利金条労働者福利金条

例第例第例第例第 1、、、、2、、、、5 条条条条 

� 職業安全衛生法職業安全衛生法職業安全衛生法職業安全衛生法

第第第第 22、、、、38 条条条条 

� 職業安全衛生法職業安全衛生法職業安全衛生法職業安全衛生法

施行施行施行施行細則細則細則細則第第第第 51 条条条条 

67 人人人人 

以上以上以上以上 

1. 私立学校、団体及び事業機構の全労働者人数が

67 人以上の場合、就業能力のある身体障害者

を雇用、全労働者人数の 1％を下回ってはなら

ない、かつ 1 名以上の雇用をすること。 

2. 全労働者人数及び身体障害者の雇用人数の計

算方法は、毎月 1 日労働者保険加入従業員人数

を以って基準とする。 

� 身心障害者権益身心障害者権益身心障害者権益身心障害者権益

保障法第保障法第保障法第保障法第 38 条条条条 
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100 人人人人 

以上以上以上以上 

1. 労働者人数が 100人以上 300人未満の第 2類事

業の事業単位は、甲種職業安全衛生業務主管を

設けなければならない。 

2. 労働者人数が 100 人以上の事業単位は、別途職

業安全衛生管理規則を規定しなければならな

い。 

3. 労働者人数が 100 人以上の事業単位は、その労

資会議の労資双方代表が、各自 5 名を下回って

はならない。 

4. 支店機構及びその付属する単位の雇用人数が

100 人以上の場合、下記の施設の設置、措置を

設けなければならない。 

(1) 授乳室 

(2) 託児施設の設置、又は適切な託児措置 

� 職業安全衛生職業安全衛生職業安全衛生職業安全衛生 

管理方法管理方法管理方法管理方法 

第第第第 3、、、、12-1 条条条条 

� 労資会議実施方労資会議実施方労資会議実施方労資会議実施方

法第法第法第法第 3 条但書条但書条但書条但書 

� 性別就労均等法性別就労均等法性別就労均等法性別就労均等法

第第第第 23 条第条第条第条第 1 項項項項 

� 性別就労均等法性別就労均等法性別就労均等法性別就労均等法

施行細則第施行細則第施行細則第施行細則第 5 条条条条 

 


